
 

 
〔団体の概要〕（ＮＧＯ/ＮＰＯ用） 
 

団 体 名 
特定非営利活動法人 
樹木・環境ネットワーク協会 

所在地 

〒162-0065 
 東京都新宿区住吉町１-20 角張ビル４F  

TEL:03-5366-0755 FAX:03-5366-0688         
Ｅ-mail:shu@m78.com 

ホームページ 
http://shu.m78.com/ 

設立年月 1995 年 9 月  ＊認証年月日（法人団体のみ）1999 年 11 月 29 日 

代表者 池田 武邦 担当者 花房 敦子 

スタッフ    6 名 （内 専従   4 名） 事務所    あり 

組 織 
会員制度（あり・なし） 

法人会員          54 名     
賛助会員            名       
その他会員        937 名               

設立の経緯 

 1960 年発足の日本樹木保護協会を母体として、より広範な自然環境

に配慮した生活、社会づくりや、環境保全活動へふみこんだ活動を行う
ことを目的とする樹木・環境ネットワーク協会を設立した。 

団体の目的 

 自然環境と人との調和を目指す。一人ひとりが自然や植物の基礎知識

を身につけ、各地で実践活動を行い、様々な機関や人びとと連携をとり

ながら、自然との調和を保つ社会づくりの推進。 

団体の活動 
プロフィール 

1995 年 樹木・環境ネットワーク協会設立 
     名誉会長山野忠彦氏、理事長山本光三氏 
1996年 会長 C.W.ニコル氏 
1998年  植物・自然環境に関するグリーンセイバー検定制度を創設 

愛称：環境 NPO「聚」理事長に池田武邦氏 
八ヶ岳、町田、小石川植物園等で環境保全活動実施開始 

1999年  経済企画庁（現内閣府）より特定非営利活動法人に認証 
2000年  グリーンセイバー・マスターのセミナー検定試験開始 

10 月 法人会員を中心とした研究活動開始 
2001年 3 月 10 回の研究活動の成果としての「提言」発表 
 
 
 

財 政 活動事業費 
（平成 13 年度） 

１０，８６６，４０３円 

 



 

 

団体･企業名 
特定非営利活動法人 

樹木・環境ネットワーク協会 

担当者名 

花房 敦子 

 

〔政策提言の内容〕 

政策のテーマ 
NPO と企業の望ましい関係を目指して 

―市民でもある会社員からの提言― 

政策の分野 
番 

号 

 
9 

環境問題の解決に向けた市民 

政策の手段 
番 

号 

9 

10 
環境パートナーシップ形成方法及び実践 

① 政策の目的 

  

NPO、企業、行政のパートナーシップ形成のためには、各セクターの対立軸的な従来の考え方

から脱して、企業に属していても一市民であることに変わりはなく、１人１人が考え発信するこ

とで、新しいよりよい社会システム構築の突破口がひらけるとの考え方を広め変化のうねりを起

こす。 

 

② 提言を行うこととなった背景および現状の問題点 

  

当協会の法人会員の方を中心とした勉強会（開催実績添付）を１０回重ね、パートナーシップ

についてあるべき姿を構築する中で、中間報告としてまとめたもの。 

今後、対外的に発信してゆくなかで、社会のゆらぎを受けとめ、論議を深める。 

 

③政策の概要 

  

NPO と企業の望ましい関係を目指し、市民でもある会社員が、NPO「聚」の場をかりて、パート

ナーシップや行政の緑への施策、企業の環境に対するとりくみ等勉強し、気付いた点、パートナ

ーシップへのキーポイントを提言した。 

① 公共サービスは行政の一元的で画一的なものだけでは担えない。市民の力が大切 

② 地球環境保全については、特に NPO の力を発揮するのに最適なジャンルである。 

③ NPO と企業は、対立する関係でなく、連携を発展させうるパートナー。 

④ NPO の健全な運営を支えるのに不可欠と考えうるもの。6 点 

⑤ 企業が NPO と連携を深めるために考えうる支援方法。3 点 

⑥ 日本型モデルの形成のためにこの提言をおしすすめる必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

④ 政策の実施方法と全体の仕組み（必要に応じてフローチャートをつけてください） 

 

 提言の発信 

   ↓ 

 J.C あるいは経団連への投げかけ 

   ↓ 

 提言主体（NPO「聚」の法人会員、個人会員）へのフィードバック 

   ↓ 

 フォーラムの開催 

 

 

⑤ 政策の実施主体 （提携･協力主体があればお書きください） 

 

樹木・環境ネットワーク協会 

 

 

⑥ 政策の実施により期待される効果 

 

① 各セクター同志の（企業・行政・NPO）連携によって効果的な自然環境保全を行えるしくみづ

くりが可能となる。 

② 各セクター内の個々人が活性化し、自分のライフスタイルの一環であるところからの、やる

気のある行動によって、各セクター間の壁が破られ、本来の意味の社会システム構成へ動き

だす。 

 

 

⑦ パンフレット等添付資料名 

 樹木・環境ネットワーク協会パンフレット 

 グリーンセイバー検定制度パンフレット 

 グリーンセイバー検定試験実施要項チラシ 

 樹木・環境ネットワーク協会 第 8 回定例総会資料 

 「提言」ペーパー/提言の背景である「活動を発展させる意見交換会」開催実績とメンバー 

 

 

 


